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１．はじめに

2020年11月15日、地域的な包括的経
済連携（RCEP）協定が正式に調印され
た。これにより、世界の人口・経済・貿易
規模のほぼ3分の1を占める世界最大の
自由貿易区が誕生したことになる。RCEP
の枠組みのもと、農業分野における現代
的な協力は、中国・日本・韓国3カ国をはじ
めとする北東アジア経済圏の産業協力の
重要な分野となるだろう。多様かつ豊富な
農産物資源に恵まれ、加工業と食品製造
業も比較的発展している中国の東北三省
は中国の重要な食糧倉庫といえる。近年

「一帯一路」構想が推進されているなか
で、日本と韓国は東北三省の農産物の主
要な輸出市場になりつつあり、農産物の
貿易や投資協力関係も長期的にわたって
緊密に行われ、その規模も増加し続けて
いる。そして、農家の農業生産リスクを分
散し、それによって農産物価格を安定化
し、農業生産を拡大し、農産物の輸出を
活性化させるためには、農業の国際協力
がしっかりとした農業保険制度によって保
護されたものにならなければならない。しか
し、現在の中国の農業保険は全面的な
発展を必要とする段階にあり、商品の種

類も少なく、保険の支払いも適切ではなく、
農民と農業のリスクを保障するうえで十分
な役割を果たせていない。とりわけ農産
物貿易のための保険がないことが問題で
ある。この背景には、農業の構造や発展
における地域差が大きく、その保険に対
する需要も地域によって異なることがある。
本稿では、北東アジア経済圏の農業の更
なる協力を推進するために、中国東北三
省の農業保険を分析し、農業保険制度
が抱える制度的な制約を明らかにするとと

もに、RCEP 締約国の農業経済貿易分
野における協力の全面的な発展と高度化
を促進するため参照できるような制度改革
に向けた合理的な方策の提案を試みる。

2．�東北三省における農産物生産
と貿易の現状

2．1�　東北三省における農産物生産
の現状

黒龍江・吉林・遼寧の3省は長年にわ
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図１　2019年における東北三省の食糧（穀物）作付面積と全国に占める比率

出所：遼寧省、吉林省、黒龍江省の『2019年国民経済与社会発展統計公報』
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たって栽培面積と生産量で全国上位に
位置し、穀物の主な生産地として知られ
ている。図1と図2は2019年の最新データ
を示したものである。遼寧省では、2020
年に穀物栽培面積が前年から0.47万ヘク
タール増加し352.7万ヘクタールとなった。
同省の穀物総生産量は前年から237.6万
トン増え（10.8% 増）2339万トンに達し、
全国第12位を維持している。また、同省
全体で高標準農地面積は2645万ムー1に
達している（高標準農地とは現代農業の
生産と管理に適した耕地であり、整地され
て平坦であり、集中し、設備も整っていて、
強い災害防止力を持つといった特徴があ
る）。2019年の食糧総生産量が全国で最
も増加した地域は吉林省である。同省の
食糧総生産量は前年比6.7% 増の3878
億600万トンとなった。黒龍江省の食糧総
生産量は9年間連続して全国1位を記録
している。同省の2019年の高価値高効
率特色作物面積は合計で2104.2万ムー

415.9億ドルであり、そのうちの8.8％にあ
たる3.68億ドルが東北三省によるものであ
る（表1）。瀋陽税関『2020年12月遼寧
省の主要輸入商品』によると、遼寧省の
2020年の農産物輸出額は299.9億元で、
ここ数年は全国トップ5に安定している。
農産物の最大輸出品目上位3位は水産
製品、穀物と野菜である。輸出相手国・
地域の中で日本のシェアが最も大きく、米
国、韓国、台湾がそれに次ぐ。長春税関

『2020年1－12月吉林省輸出入状況』に
よると、2020年に吉林省の最大貿易相
手国上位3カ国の中で、EU のシェアが若
干低下し、日本やメキシコとの貿易が大幅
に増加した。対 EU 輸出入合計額は吉
林省の貿易総額の52.5%を占め、日本と
メキシコへの輸出入合計額はそれぞれ吉
林省の貿易総額の10.2%、5.1%を占め
ている。なかでも2019年において「一帯
一路」沿線国と吉林省との貿易額が前年
比0.6％増加し、381億3千万元となった。
2020年において、黒龍江省は、穀物、肉
類、乳製品をはじめとして119.3億元の農
産物を輸入した。一方で、野菜、肉類、
食糧を中心として54.5億元の農産物が輸
出された。ハルビン税関『2020年12月黒
龍江省輸出入月報』によると、黒竜江省
の貿易相手としてロシアは安定して主導
的な地位を維持しており、2020年の対ロ
貿易は同省の貿易の63.3%を占めた。こ
のうち、ロシアへの輸出は95.2億元、ロシ
アから輸入は878.1億元であった。

３．�東北三省における農業保険
制度の現状と問題点

3．1　中国の農業保険制度の変化
農業保険制度構築は、農業生産におけ

る自然リスクと市場リスクを効果的に分散・
移転することを目的として作られた特別な
経済補償制度である（赵容容、2019）。中
国では1982年から1992年にかけて生産
責任制が広く推進されたことで、農業リスク
を管理するニーズが生まれた。リスク管理
を具体的に実践していく中で、「収支を均
衡させ、大災害に備えて若干の剰余を蓄
える」という原則（冯文丽、2020）が生まれ、

であり、うち大口野菜が453.5万ムー、フ
ルーツコーンが188.9万ムーである。また、
環境に配慮したグリーン・有機食品認証面
積が8120万ムーで、生産量は1660万トン
であり、いずれも全国第1位である。

2．2�　東北三省における農産物貿易
の現状

東北三省は北東アジアとEU の2つの
経済圏を接続する中国の「一帯一路」構
想における北ルートA に位置している。ま
た、このルートは日本、韓国、モンゴル、ロ
シアなどの国 を々含む高速鉄道と高速道
路を計画するうえで中心的な地域の上に
ある。東北三省は、RCEP が調印される
以前から長年にわたって日本、韓国、ロ
シアといった国 と々農産物貿易を続けてお
り、貿易面における優位性が大きい。

中国商務部『中国農産物輸出入月間
統計報告』の最新データによると、2020
年1月から7月までの中国の農産物輸出は

1 ［訳注］ムーは中国の面積単位である。1ムー＝15分の1ヘクタール。
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図２　2019年における東北三省の食糧生産量

出所：図1を参照

表１　2020年における東北三省の農産物輸出と主要輸出品目（億元）

省 農産物
輸出総額

主要輸出品目 農産物
輸入総額第1位 第2位 第3位

遼寧省 299.9 海産物　169.0 穀物　17.6 野菜　14.5 391.0
吉林省 65.6 果実・種実　12.3 海産物　8.7 穀物　5.3 56.5

黒龍江省 54.5 野菜　10.5 肉　2.0 穀物　1.7 119.3

出所：瀋陽税関「2020年12月遼寧省輸入主要商品」、長春税関「2020年1－12月吉林省輸出入状況」、ハルビン税
関「2020年12月黒龍江省輸出入月報」
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2 ［訳注］両業は、農家の本業と兼業を意味する。

「独立採算制の下で、豊作のときに凶作
に備え、大災害の年には足りない分を上位
の企業から借りられるようにするために、剰
余を地方の保険会社に預け、両業2保険
基金とする」という「同船共済（力を合わせ
て困難を乗り切る）」経営方式が模索され
た（庹国柱、2020）。しかし、1992年以降、
中央政府は社会主義市場経済の構築
に重心をシフトさせたことで、農業保険が
放置されるようになり、保険料収入が低下
するようになった。2001年に、中国はWTO
に加盟した。WTOの「農業協定」では、
農業保険補助金は削減を免除された「グ
リーンボックス」（緑の政策）として規定され
ている。このため、世界各国では農業生産
への直接補助金を削減し、保険への補助
金を増やすことが一般的に行われていた。
このことから中国でも農業保険制度への
改革を求める声が出てきた（刘涛、2019）。

表2に示したように、2009年以降、中国の政
策的な農業保険の改革が始まった。中央
政府は改革をさらに推し進め、農業保険
の制度的枠組みを構築していった。2012
年末には「農業保険条例」が公布された
ことにより、中国の農業保険は正式に法
に基づいて実施されるようになった。それ
に続いて、中国政府は官民連携（Public-
Private Partnership）を推進しながら、農
業と保険会社と先物市場とを有機的に結
合させ、農民の利益をしっかりと保証してい
くための「保険プラス先物」パイロット事業
を着実に拡大していくことを提起した。

2018年8月、財政部と農業農村部と中
国銀行保険監督管理委員会（銀保監
会）は共同で「食用穀物主要3種のため
の完全費用保険と収入保険のパイロット
事業の実施に関する通知」を公布した。こ
れは、農家に対して穀物増産へのインセ

ンティブを喚起することを目的として、資材
費や地代を保障した上で、さらに労働コス
トと所得への保険が追加される制度であ
る（刘小红、2020）。中央政府は政策的な
農業保険を制定する過程で、制度や保険
商品の改革を続けるとともに、新しい技術
を保険に適用し、保険の種類や保険でカ
バーできる範囲を拡大していった。農業保
険に加入する農業経営主体も増加し、経
営モデルも次第に多様化している。

3．2�　東北三省の農業保険制度の
現状

表3が示すように、東北地域は中国に
とって重要な穀物生産地域であり、RCEP
における重要な農業貿易地域でもある。中
国における農業保険制度の設立以降、農
業保険の規模が拡大し続け、国と地方に
よる財政支援も強化され続けている。

2007年に農業保険パイロット事業が開
始された。吉林省政府は、農業保険機構
と吉林省の市・県政府との共同事業とし
て、「政府の指導の下で、財政支援を受
け、様 な々部署が参加し、農家の資源を活
用して」農業保険を発展させる方式を徐々
に構築していった。農業保険の導入と農
民の加入を促進するために、農業の産業
団体や大手企業が協力し、農村の協同
組合が事業に参加した。また、「業績に応
じて奨励金を支給する」方法の下で、吉
林省に独自の農業保険モデルが発展して
いき、農産物保険、トウモロコシ生産保険、
大豆やトウモロコシの収入保険、トウモロコ
シ価格保険プラス先物またはオプションな
どの革新的な保険商品が開発されていっ
た（程巍、翟绪军、2020）。遼寧省では、
2014年までに、中央財政から35%、省の財
政から25%、市・県レベル政府から最低で
20%の保険料に対する補助金を支給する
同時補助金給付方式が導入された（郑

军、盛康丽、2019）。遼寧省政府は省財政
から保険料固定額の補助金を給付でき、
保険料の限度額の引き上げもできるが、省
の下にある市や県政府は必ずしも定めら
れた時間・金額通りに財政補助金を給付
することができていない。

2017年に公布された「中央財政農業

表２　2009年以降に中央政府が実施した主な農業保険政策

出所：中華人民共和国財政部金融司の資料に基づき筆者作成

2009年 「政策的な農業保険事業の管理を規範する通知」、「養豚の発展促進のための豚
保険と防疫の一層の強化に関する通知」、「農業保険の開発に関する銀保監会
の通知」を公布。

2011年 農業巨大災害発生後の生産能力の回復を高めるために、保険会社に対し農業保
険巨災リスクに備える資金を企業所得税から予め控除する。

2012年 補助金を与える保険品目を増加させる（中央財政農業保険保険料補助金の対象
範囲に糖類作物を含める。また、地方は実状に合わせて独自の農業保険を実施す
る）。補助金の比率は以下の通り：糖類作物保険について、中央財政は東部地域に
35%の補助金を与える。東部地域の繁殖豚・乳牛保険について、地方財政は少なく
とも30%の補助金を与え、中央財政は40%の補助金を給付する。

2013年 3月1日に「農業保険条例」を施行。中国政府は、災害準備金の使用等級を管理す
る「農業保険大災害リスク準備金管理弁法」を公布。

2014年 中央政府と地方政府のそれぞれの財政補助金の比率を確定し、農業生産経営者
への補助金額を引き上げる。

2015年 農業保険を急速に発展させるために農村金融を活用することが提案された。また
新しい観点から農業保険を発展させるための新しい道筋が提起された。

2016年 各省の財政当局から主要穀物3種のための農業保険料に対して与えられる補助
金の比率が25%を上回る穀物生産地域に対して、中央財政は超過分の50%を負
担する「中央財政農業保険料補助金管理弁法」が公布された。「様 な々革新的な
農業保険のパイロット事業の実施」が提案された。

2017年 現代農業の発展と農民の所得増大を推進するための革新手的な農業災害救済
メカニズム「主要穀物生産省における農業大災害保険パイロット事業」の実施。
「業績に応じた奨励金」方式で地方の農業保険に革新的な農業保険商品を開発
することを奨励する」ことを提起。

2018年 中央財政の農業保険料補助金の対象リストに主要穀物3種の種子作りが含められ
た。「多層的な農業保険システムの構築」が提出され、農業保険が中国の農業生
産体制の必要な構成部分に初めて組み入れられた。

2019年 「質の高い農業保険の発展を加速させるためのガイドライン」が公布され、「保険に
よってカバーされる作物の種類や範囲の拡大、保険の質の向上、農業以外の関連
産業への財政支援増加」が提起され、農業保険の質に対して注目が強化された。

2020年 「農業保険料補助金をしっかりと実施し、保険機関を必要な支払いに対応させる」
ことが提起された。
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保険料補助金管理弁法」の中で、中央
政府は主要穀物3種（稲、小麦、トウモロ
コシ）の生産量が多い県に対して保険料
補助金の比率を引き上げ、重要な農産
物や穀物の生産量の多い県、また規模
の大きい経営主体、貧困地域や貧困世
帯に対する補助金を強化した（刘星显、
2017）。中央政府からの要求に従い、東
北三省政府も補助金の構造調整や種類
の面において最適化・改善を実施し、地
域色に富む様々な支援政策を打ち出し
た。例えば、黒龍江省は中央政府から
の貧困支援の呼びかけに積極的に応じ、
貧困世帯向けの農業保険商品を開発し、
貧困世帯が心配なく農業生産ができるよ
うに「保険プラス先物プラス貧困支援」モ
デルのパイロット事業に着手した。さらに、
少額貸付保証保険と家畜担保保険が開
発され、貧困世帯が少額で保険が加入
し、より多くの保険を選択できるようになっ
た。現在、黒龍江の農業保険は、東北
地域の農業生産がよく直面する干ばつ災
害、台風、病虫害、雹などの自然災害を
基本的にカバーしており、農業生産を安定
させる上で有効に機能している。遼寧省
財政は地域独自の保険品目の開発を支援
し、特に「一県一業」3産業化の支援に
注力し、省全域での食用菌保険の全面
的な導入を支援し、漢方薬材保険のパイ
ロット事業の対象地域を拡大している。ま
た、2019年には、牛・ロバ・羊の養殖保険
をはじめとして8種類の地域独自の保険が
追加され、農業保険の範囲が拡大した。

3．3�　東北三省が抱える農業保険
制度の問題

制度の進化と経済発展は内生的な関
係にあり、農業保険制度の革新は農業貿
易をさらに発展させるための必要条件であ
る。中国では農業保険の制度枠組みが
ゆっくりと構築され、東北三省においても
農業保険に対して一定の支援措置が実
施されてきた。しかし、全体的に見ると、
農業保険制度は、RCEP の枠組みで提
起されたより高い条件を満たすためにも、さ
らなる発展が必要である。

第1に、農業保険の供給が深刻に不足

3 ［訳注］日本の「一村一品運動」に該当する地域振興のプロジェクトである。1つの県は1つの産業を振興することである。

表３　2007年以降における東北三省地方政府による主な農業保険政策

出所：黒龍江省・吉林省・遼寧省財務庁の資料に基づいて筆者整理

黒
龍
江
省

2008年 農業保険料補助制度の実施。

2014年 栽培保険（トウモロコシ、水稲、小麦、大豆の主要農作物4種）への補助金政
策の改革：1ムー当たり15元という単一の保険料補助金を、1ムー当たり15・30・
45・60元という4段階で「等級に応じて補助金を支給する」方式へ変更。また、
すべてのレベルの財政部署は、中央財政の支援を積極的に求め、保険料補
助金の80％を支給する責任を負う。

2015年 黒竜江省において、農業保険規定の改定を指導し、標準化させるために、保
険料率の引き下げ、保護水準の引き上げ、監督の強化を重点的に進める「省
中央財政保険料補助型栽培業保険条項の立案作業についての通知」が公
布された。

2016年 「黒龍江省農業保険料補助金管理弁法」の改訂。

2020年 1.「質の高い農業保険の発展を加速する方案」を制定し、財政支援による
「保険プラス先物」パイロット事業に向けた道筋を模索。
2.「中央財政農業保険料補助金管理弁法」の補助金を適用する保障レベル
を参考として、業績に応じて奨励金を出す黒龍江省独自の農産物保険を実
施するための方案を検討。
3.「農業保険プラス」商品の開発を奨励。

吉
　
林
　
省

2017年 1.「中央財政農業保険料補助金管理弁法」の制定。
2.「主要穀物生産省における農業大災害保険パイロット事業の実施に関する
通知」を公布。
3.業績に応じて奨励金を支給する省独自の農業保険のパイロット事業の実
施。

2019年 1.「ビジネス環境の全面的な改善による民間部門の発展の促進に関する中
国共産党吉林省委員会と吉林省人民政府の実施意見」の公布。
2.「財政金融による農村振興への支援に関する実施意見」の解釈に基づき、
省レベルのプロジェクト資金を設立し、財政投入による保障メカニズムを整備し
た。財政指導により、持続可能な資金源の提供。金融政策を整備し、「最後の
1キロ」の金融包摂を貫通。

2020年 「吉林省農業保険の質の高い発展の加速に関する実施案」を制定した。

遼
　
寧
　
省

2010年 1.トウモロコシ・水稲・大豆・落花生などの作付面積の大きい作物の保険に基づ
き、小麦を財政補助の保険の対象に追加。
2.保険責任の適切な調整と、市場志向の巨大災害リスク防止メカニズムの導
入。

2012年 1.補助金を支給する保険品目の増加（中央財政農業保険料補助金の対象
に糖類作物を含める）。
2.実情に合わせて地方独自の農業保険を展開。
3.保険料補助金の対象地域の拡大（中央財政による農業保険料補助の現
行の対象地域を全国に拡大）、保障水準の引き上げを支援。

2015年 「現代保険サービス業の加速的発展に関する国務院の若干の意見」の実
施。具体的には、農業保険補助金対象品種を増やし、省レベルの財政補助
金基準（大連市を除く）と作付面積の大きい作物のリスク保障レベルを引き上
げ、条項を合理的に調整し、動態調整メカニズムを構築、防災損害防止メカニ
ズムを整備し、紛争の多元化に対応して解決するメカニズムを構築し、大災害
リスク防止メカニズムを構築。

2016年 1.穀物生産量が多い県に対する農業保険料補助金比率の引き上げ。
2.東部地域において農業保険料に対する補助金の比率を35%から42.5%へ
引き上げる。

2017年 「中央財政農業保険料補助金管理方法」を実施。

2018年 「遼寧省農業大災害保険パイロット事業実施方案」、「遼寧省内における一
部穀物生産量が多い県における農業大災害保険パイロット事業の実施に関
する報告」、「遼寧省2017年度中央財政農業大災害保険料補助金の申請
報告」、「遼寧省農業保険省財政保険費補助金資金管理暫定弁法」などの
政策の公布・実施。

2018～
2020年

「食用穀物主要3種のための完全費用保険と収入保険のパイロット事業の実
施に関する通知」が公布され、種子・化学肥料などの物財費用と地代を保障す
るこれまでの保険から、さらに労働力コストを含む農業生産費用全額をカバーす
る、または収入に対する直接保険を実施することで、農業保険のモデルチェン
ジ・アップグレードを確実に推し進め、農家の栽培インセンティブを強化する。

2019～
2020年

アフリカ豚コレラを保険責任の範囲に含める。
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「グリーンボックス」（緑の政策）に転換
することに注力する必要がある。そして保
険料補助金の「グリーンボックス」化と貿
易拡大が強調されている背景の中、農業
補助金の方法を多様化させていかなけれ
ばならない。この際、補助金に含めていく
べき対象となるのは、主として環境負荷の
小さい農業や有機農業である。また、農
業保険を効果的に拡大していくために、
地方レベルで世界各国との貿易に対する
補助金政策を採用していく必要がある。
例えば、中国は、RCEP 加盟国の中で
も主に日本や韓国に対して野菜や果物と
いった労働集約型農産物を輸出しており、
現在の輸出量を維持していくために、これ
らの品目に対して一定の農業保険料補助
金を支給する必要がある。それと同時に、
東北三省の輸出収入を増大させるため
に、この地域で生産されているトウモロコ
シや大豆といった農作物に対する輸出保
険料補助金の引き上げを継続していかな
ければならない。この際、「グリーンボック
ス」を過度に重視することが「グリーンボッ
クス貿易障壁」の形成をもたらさないように
注意しなければならない。関連する農業
保険補助政策を策定する際には、公平か
つ市場志向性のある貿易市場を維持し、
世界市場の制約や歪みを是正・予防し、
公平でオープンな、また公正な市場環境
を生み出すことができるように、農業保険
補助金制度を構築していくことに注意しな
ければならない。同時に、過剰な補助金
は過剰な農業生産につながり、結局は農
産物を売りにくくし、自身を苦しめることにな
るため、農業補助金の「グリーンボックス」
化も適度なものにとどめる必要がある。

第2に、保険会社に補助金を支給するよ
りも、補助金を受け取れる方が保険加入
者として直接的かつ迅速なメリットを感じ
ることができるため、農業保険を購入する
農業生産者の加入を極めて大きく刺激す
ることができる。先行研究は、農業生産者
の世帯年収が農業保険需要に統計的に
有意な正の影響を与える、ということを明ら
かにしている（郑涛、路征、林毅、吴征宇、
2017；王瑞敏、2021）。大部分の農業生産
者の収入の低さが、保険加入を制約する
重要な要因になっている。また、耕地面積
の大きさも保険加入と密接に関連してお

している。これは，まず農業保険に関する
法整備の不十分さにあらわれている。例え
ば、農業保険の運営組織の市場参入・退
出に関する規則や活動範囲に関する規
定が存在せず、農業保険に関わる政府
の責任を明確に規定した文書が存在しな
い。また、中央政府と東北三省政府の農
業保険への支援規模が小さく、そのため
の資金も不十分である。2018年における
中央政府からの農業保険補助金は約320
億元であったが、これは農業総生産額の
0.5%に満たないものであった。東北三省
における政策実施の面で指摘できる問題
は、省内各地域の政府が同時に補助金
を支給する方式を採用しているが、往々に
時宜に応じて全額の補助金が支払われな
い、ということがあげられる。そのため、地域
における保険カバー率が全般的に低いた
め、農業保険制度を改善する余地が大き
い。さらに、政策による保険への支援が不
十分であるだけではなく、農業保険を供給
する民間企業の数も少なく、このような企業
は、様 な々税や支払いを抱えており、しばし
ば高額の農業保険料の支払いを負担で
きないという問題がある。商業保険企業へ
の政府支援は小さく、保険政策を支えるた
めの役割を果たせていない。

第2に、保険業務の評価と監督に政府
が関与する制度が存在しないため、シス
テムに混乱が見られる。全般的に、中国
政府による農業保険に対する事前対策と
実施中の監督はほぼ行われず、多くの場
合、政府は事後的に監督するだけにとど
まる。このような状況の中で、政府が農業
保険を指導する役割を担うのは難しい。
一方で、現在、農業保険の管理体制は、
水平的に存在する10余りの政府部署と、
中央・省・市・県・郷という垂直的な関係を
持つ5つレベルの政府が関与する巨大で
複雑なシステムによって構成されており、
中央レベルには農業保険を明確に所管す
るための管理組織がない。このことから、
中央政府が決めた政策を各地域の政府
が実施していくための統一的な指導方針
やそれを合理的かつ効率的に実施するた
めの方法が不足している。

第3に、現在の中国において、革新的な
農業保険商品の開発が遅れており、特に
東北三省では農産物貿易に関連する保

険制度がいまだにできていない。東北地
域の農業の多くは小規模分散経営のもと
で生産リスクが小さい一種類の作物を生
産するという特徴がある。政府や農家には

「一帯一路」や将来的なRCEP参加を見
越した農産物貿易に関するリスクの見通し
がなく、保険の導入や加入の必要性が考
えられていない。2017年に、国家が公布し
た「中央財政農業保険料補助金管理弁
法」は、主要穀物3種（稲・小麦・トウモロコ
シ）の生産量が多い県に対する保険料補
助金の比率を引き上げたが、これは個別
の作物を対象とする生産保険に過ぎない
ため、生産管理体制や技術・サービス面で
の革新、農産物価格の変動リスク、気候や
大災害などのような国際貿易を行っていくう
えで新たに生じることが予想される状況や
ニーズに対応することは困難である。

4．�RCEP 戦略に対応する東北
三省の農業保険制度設計

近年、中国は「一帯一路」とRCEPを推
進し、沿線諸国と農産物貿易を行うことで、
長年にわたる米国・オランダ・デンマークな
どの西側諸国による農産物輸出の優位
的な地位を徐々に切り崩してきた。本節で
は、中国の「穀倉地帯」である東北三省に
よる農産物輸出の支援と農業保険制度
の改善に資するように、農業保険制度を供
給・需要・監督の3つの面から分析していく。

4．1　供給面の検討
政策制度を供給する側として、中央政

府から地方政府に至るすべてのレベルで
財政補助制度を整備する必要がある。地
方政府による2004年のパイロット事業と、
財政部による2007年の改革プロジェクトに
よって、保険料補助金が推進され、初期
の国家農業保険の制度体系が構築され
た。しかし、農業補助金には国際貿易を
阻害し、それを歪めてしまう可能性が多少
なりともあるため、GATT（関税および貿
易に関する一般協定）および WTO（世
界貿易機関）は農業補助金に対して制限
をかけている。また、保険料補助金だけ
では長期的な発展を支えていくためには
十分ではない。そこで、将来の財政投入
においては、何よりもまず保険料補助金を
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り、耕地面積が広い農家は経営リスクも大
きいため、保険加入の可能性がより高い。
しかし、これまで中国の農業生産者は高リ
スクを嫌い、作物の栽培を多様化させ耕
作面積を縮小することでリスクを減少させ
てきた。そのため、このような農業生産の特
化が難しく、土地が「断片化」しやすく、優
良作物の大規模生産やその輸出にとって
不利な状況が出来上がっている。政府とし
ては、安価または補助金が多い輸出向け
の農業保険や、耕地面積応じて価格が異
なる輸出農業保険を、特に生産規模の小
さい農業生産者向けに整備していく必要
がある。このための方法として考えられるの
は、はじめに比較的有利な条件で保険加
入を勧誘し、加入者が保険のメリットを体
感した後で、生産の特化や大規模化を奨
励し、それに応じてリスクに備えるべき保険
の種類を変更するように勧めていくことで
ある。東北三省では、地方政府が、輸出に
従事する農業生産者の特徴の違いに基
づいて農業保険保険料補助政策を策定
できる。例えば、大豆は中国にとって大量
に輸入する農産品であり、輸入に大きく依
存している。吉林省では、生産拡大を刺激
し、将来的に輸出につながるように、大豆
生産が大きい地域に対してより多額の保
険料補助金を給付することができる。これ
は、大豆不足を解消し、国内販売を増やす
とともに、RCEP諸国向けの輸出を拡大さ
せ、吉林省の大豆農家の所得を増大させ
るためでもある。

また、政府は農業保険が金融商品であ
ることを尊重し、適切な市場開放を進め、政
府による農業保険の非営利性と民間の農
業保険の適度な利益追求の原則に従って
両者を適切な配分の下で組み合わせるよ
うにし、民間保険会社には革新的な商品を
開発するように指導していく必要がある。

4．2　需要面の検討
農業保険制度は、政策側からだけでは

なく、保険加入者の需要側からも改善し
ていくことができる。保険加入者に対して
は、政策立案者と加入者の間の情報の
非対称性が原因となって生じるモラルハ
ザードや逆選択の問題を予防するようなイ
ンセンティブを設計する必要がある。

その参考になるのは、日本で実施されて

いる強制加入型の農業保険である。すな
わち、農民による農業保険への加入と農
業信用資格の取得や問題に直面した際
の政府補助の受給額とをリンクさせること
で間接的に保険加入を強制する措置を
実施することで、農民の保険加入意欲を
著しく高められる。また、互助性のある農業
保険を発展させ、保険加入者と保険者の
互助メカニズムを形成し、利益共同体の
下で相互監督体制を敷くことが、モラルハ
ザードの効果的な解消につながる。さらに、
米国、フランス、ドイツをはじめとする多くの
先進国では実施されている費用分担方式
による農業保険では、農家と政府の双方
が一定の割合で費用を負担することが一
般的となっている。この方式は保険会社に
社会の平均的な利潤水準を実現すること
を可能にし、農家の負担を重くすることなく、
農業生産を安定化し、その発展を促進す
る役割を果たしている。このような共同分
担方式は農業経営者が保険に加入する
インセンティブとなる（孙蓉、朱梁、2004）。

4．3　監督面の検討
農業保険制度を改善していく過程で、

政府のもう一つの重要な機能は監督管理
である。

第1に、保険加入に先立って、農業生
産者、農業保険会社、その他の利害関
係者に対して監督・管理を行う必要があ
る。農業生産者が保険加入を申請する
前に、政府はまず彼らの生産の種別を調
査し、保険機関が保険プランを策定し一
連の手続きを行うための協力を行い、農
業生産者に対してはリスク管理の問題に
関する相談などのサービスを提供する責
任がある。また、政府は農業生産者の保
険加入を調査・分析しその特徴をまとめ，
保険加入者の行動モデルを構築し、保険
料受給者の人物像をまとめ，統計解析に
基づいて農業生産者に適切な保険商品
を提供することも可能である。政府は、農
業保険会社が農業生産者に保険商品を
提供する前に適時に監督しなければなら
ず、農業生産者の客観的な条件に合致
しない保険は随時変更しなければならな
い。以上のことに加えて、保険取引の当
事者双方にとって限界費用が低減し、よ
り多くの企業を農業保険に参入させること

ができるように、政府は農業生産者と農業
保険会社の双方が保険対象物の価値評
価、鑑定、損害評価推定などの仕事を行
うことに協力しなければならない。

第2に、中国の補助金構造が合理的で
ない現状において、農業補助金の管理体
制をより健全なものにするための余地がい
まだに大きく存在する。農業補助金は利益
の移転に関わるものであるため、農業、農
村、農民だけに流れていくべきものである。
しかし、現在、一部の地方では、補助金の
すべてが上記の3者に流れているのではな
く、その流用が行われている状況がある。
農業補助金の中には、間接的に運用され
るものや、複数の管理体制が敷かれてい
るケース、機能が重複している場合などが
あり、効率性が低いため、管理体制の改
善が必要である。

事故後における保険金支払いについて、
保険会社は状況が落ち着いた後、初歩的
な災害評価と包括的な評価を行う。この過
程で、保険会社による被保険者の被害状
況の調査・確定作業を行うために、またそ
の年のうちに農業保険金全額が各世帯に
支払われるように、政府は農業専門家や
協力者を派遣するように協力を求められる。

以上の農業保険の加入・支払いのす
べてのプロセスの監督管理は、関連の法
整備と切り離すことができない。国家レベ
ルの立法の歴史を振り返ると、2004年以
降、中央政府は連続して11件の「三農」
をテーマとする1号文書を公布し、そのう
ち10件は明確に政策的な農業保険の発
展を要求する内容であり、それに対応して
関係部署は政策を策定し、農業保険制
度の枠組と運用メカニズムの基礎を構築
した。特に2013年3月1日に「農業保険条
例」が正式に施行されたことで、中国の
農業保険は法制度に従う新しい段階へと
発展した。すなわち、中国において農業
保険を支え管理する体制が規則化され、
制度化されたのである。現在、農業保険
は、事前、実施中、事後のサービスを統
合して実施するための現行法に則って監
督されている。将来的には、東北三省の
特殊な農産物輸出状況に向けて、特別
な措置を策定することで、全国的な法律
法規の枠組みでは対応できない問題を補
足することができるだろう。
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